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 1999 年 5 月、民意によって選出されたオバサンジョ新大統領はその大統領就任演説におい
て、山積する国内の政治経済問題のなかでもナイジャー・デルタ地域における住民の権利要求
問題の早期解決をその最重要課題とした。そして、同地域への重点的な資金環流と経済・社会

















 また、60 年の独立当初、石油産出地地域には鉱区借地料（Mineral rents）とロイヤルティ
ー収入の 50%が配分されていたが、この割合は布告による法改正を通じて段階的に削られてい




ゴニ人作家ケン・サロ＝ウィワ率いるオゴニ人生存運動（Movement for the Survival of Ogoni 
People: MOSOP）であった。  
 オゴニ人は人口約 50 万人に満たない言われる少数民族であり、その生活圏であるオゴニラ
ンド（約 1,000 平方 km）は、行政区分的にはナイジェリア南東部リバーズリバース州下の３












 そして、92 年 12 月には、国際石油資本に対して、1958 年から現在にいたるまでオゴニラ
ンドで産出された原油 6 億 3,400 万バレルの鉱区借地料とロイヤルティーとして 60 億ドル、










りだした。そして 94 年 5 月、軍事政権に協力的な４人のオゴニ人首長が殺害される事件が起






















 その施策の代表的なものが、92 年に発足した石油産出地地域開発委員会（Oil Minerals  






96 年にかけて 200 弱の開発事業を策定、連邦政府より 87.1 億ナイラ（94 年 25.2億ナイラ、
95 年 31.5 億ナイラ、96 年 30.4億ナイラ）が配分された５。しかしながら、同委員会が地域住
民との協議をほとんどせずに一方的な開発プロジェクトを行っていること、同委員会の予算管
  






































ことの直接の発端は、1999年 9 月 19 日、ナイジェリア北西部ザンファラ州のアハメド・サ
  
ニ知事が、州都グサウのアリ・アキル広場で集会を開き、同州政府がシャリーアを正式に導入
するための準備を進めていると公表したことにある。そして、サニ知事は、10 月 8 日にはロ
ーカル・ガヴァメントとディストリクトのレベルに三種類のシャリーア裁判所を開設する権限
と州レベルにシャリーア控訴裁判所を開設する権限を知事に認める法案にそれぞれ署名し、こ
のシャリーア関連二法が同月 27 日に施行されたのである。  
こうしたザンファラ州のシャリーア導入の動きに対して、当然のことながらクリスチャン側
からは強い反発と抗議の声が上がった。特に、ナイジェリアを代表するキリスト教圧力団体で



































































































































しては、前述した Pirates Confraternity（別名 Sea Dogs）に加えて、Black Axe、Buccaneers、
Dragon、Blood Suckers、Black Berrets、Green Berrets、Vikings、Black Cats、Scorpion、
Eiye Confraternity、Blood Spot、Neo-Black Movement、National Association of Adventurers、
Ku Klax Klan、Red Devilsなどが挙げられる。また、女子学生のみのカルトとしては、Pink 









































いった点については不明である。しかし、1998 年 4 月に実施された国政選挙では、一部の政
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